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1. 始めに
2007 年のモバイルコンテンツとモバイルコマースを合

算した市場規模は１兆 1,464 億円（コンテンツ：4,233 億

円、コマース：7,231 億円）となりいよいよ 1 兆円市場へ

突入した（図 1）[1]。

これまで、国内のモバイルコンテンツビジネスはキャ

リア主導の垂直統合モデルの中で成長してきた。これを

概念図に置き換えると（図 2）となる。

しかし近年、第三世代携帯電話（以下 3G）の普及によ

る通信高速化や端末高性能化、iPhoneや Android、Windows

Mobile といったグローバルプラットフォームの台頭に加

え、CGM に代表されるコンテンツ提供者とユーザーとの

関係性変化により、その概念は見直す必要が出てきてい

る。本論文では、モバイルコンテンツビジネスを捉える

際のレイヤー概念について、端末とその OSの一群を「ハ

ードウェア」、ユーザーが特定の機能利用のために集まる

場を「プラットフォーム」、その上で展開されるあらゆる

機能を「アプリケーション」と 3 レイヤーに再定義し、

ユーザーに支持されるモバイルコンテンツビジネスの基

本構成が、この 3 つのビジネスレイヤーを高い次元で融

合させたサービス提供により生まれるユーザーエクスペ

リエンスであるという仮説を考察していきたい（図 3）。

出典：モバイル・コンテンツ・フォーラム 報道関係者向け資料

図 1　2007年モバイルコンテンツ市場
出典：著者作成    

図 2　従来のモバイルコンテンツビジネス概念
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2. ハードウェアレイヤー
汎用コンピューター時代から続くハード・ソフトの水

平分業による市場シェア拡大の手法は、市場黎明期には

有効であるが、成熟期に入りユーザーの選択肢が潤沢に

存在する時代に突入すると、ハードウェアのコモディテ

ィ化が進む。かつての PC/AT 互換機や近年の薄型テレビ

にも同様のことが言え、メーカーの機能的価値をより高

めていこうという姿勢が、結局は横並びとなるためであ

る。そこでソフトウェアとの組み合わせによる独自価値

創出での差別化が重要となってくるわけだが、近年の携

帯電話も同じ過程を踏んでおり、プラットフォームとの

一体運用が注目されてきている。

2.1 iPhoneとそのビジネスモデル

アップル（米国）のスマートフォン「iPhone 3G」（以

下 iPhone）が日本で 2008 年 7 月、ソフトバンクモバイ

ル株式会社（以下ソフトバンクモバイル）より発売され

た。タッチパネル操作の携帯電話はこれまで他にも存在

していたが、iPhone 最大の特徴はマルチタッチに対応し、

フリック（はじく）、タップ（軽く叩く）、ピンチ（つま

む）による 3種類の直感的操作を実現している点にある。

世間の注目は携帯電話概念を崩すこの斬新な操作性とス

タイリッシュなデザインに集まるが、iPhone の真に注目

すべきポイントはむしろそのビジネスモデルにある。

国内携帯電話端末でのビジネススキームは、携帯電話

通信事業者（以下キャリア）が通信方式や端末仕様など

を決め、端末メーカーが開発した端末を買い上げ、キャ

リアブランドでユーザーの手に渡る方式となっている。

キャリアが公認するいわゆる「公式サイト」でのコンテ

ンツ提供から課金決済までを一気通貫で行える仕組みが

あることから、キャリアを頂点とした垂直統合モデルと

なっているわけだ。しかし今回、日本で iPhone の販売契

約を結んだソフトバンクモバイルは、販売代理と通信回

線の提供を行っているに過ぎない。iPhoneは他の発売国

と同様に、OS・ハードウェア開発からコンテンツ配信、

課金までを含むプラットフォーム、そして PCと連携す

る自社アプリケーション群まで、すべてアップルが手掛

けており、端末メーカーによる垂直統合モデルとなって

いる。

iPhoneの累計出荷台数はすでに 3,000万台を超えてい

る[2]。初代モデルから現在の 3GSまで三世代あり、細か

く処理速度や機能向上が図られているものの、後発の端

末メーカーによる単一設計のハードウェアが短期間に、

これだけの台数をグローバルマーケットで広げているこ

とは驚くべきことだ。同社の音楽プレイヤーiPodでは

iTunesと呼ばれる楽曲管理ソフトとの一体運用によりハ

ードウェアの魅力をより高め、ユーザーの iPodに対する

帰属性へ繋げているが、これと同じ考え方が iPhoneと、

そのアプリケーションストアである App Storeでも適用さ

れている。

2.2 BlackBerryとそのビジネスモデル

コンシューマーレベルで広まりを見せる iPhoneに対し、

ビジネスシーンで広く利用されているリサーチ・イン・

モーション（カナダ：以下 RIM）の BlackBerry も、ハー

ドウェア、プラットフォーム、アプリケーションの一体

運用で独自の強みを発揮している。

1997 年にキーボード付き双方向ポケットベルとして発

売された BlackBerry は世界 130 カ国以上 3,200 万人以上

が利用しており、日本でも外資系企業を中心に 1,200 社

以上が導入している[3]。ブラックベリーの特徴は PDA

機能やインターネット閲覧などの他、プッシュ型メール

配信やMicrosoft Officeのアプリケーションファイル・PDF

ファイルの編集・閲覧機能を備えていることだ。また社

内ネットワークへのセキュアなアクセスが可能なことも

追い風となり企業での導入が加速、2004 年頃より米国を

中心にアジアやヨーロッパ圏にも市場を拡大した。

BlackBerry は端末の名称であると同時にネットワーク

サービスの名称でもある。RIM の売上構成比は、69.7％

が端末の売上でトップ。次いで 18.5％がサービスの売上

で続いており、3 レイヤーを一体運用したサービスが特

徴である[4]。

3. プラットフォームレイヤー
冒頭、プラットフォームの定義を「ユーザーが特定の

機能を利用するために集まる場」と述べたが、中心とな

るサービス事業者のタイプによって 4 つに分類できる。

その内訳は、端末メーカーによるワンストップサービス

出典：著者作成

図 3　今後のモバイルコンテンツビジネス概念仮説
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である「端末メーカー系」、OS メーカーがその上で動作

するアプリケーション流通のために用意する「OS 系」、

ソーシャルサービスに連携するコンテンツ配信に利用さ

れる「ソーシャル系」、ユーザーによる自発的なコンテン

ツ創出する場である「Consumer Generated Media（以下

CGM）系」の 4 つである（図 4）。具体的に事例を見てい

く。

3.1. 端末メーカー系

2009 年は端末メーカー系プラットフォーム元年と言え

る。先の iPhone や BlackBerry の成功を受け、端末メーカ

ーが自らプラットフォーム提供まで手がける垂直統合モ

デルへと次々に舵を切り始めたためだ。世界携帯電話端

末シェア第 2 位のサムスン電子（韓国）は 2009年 2 月に

英国で開始した同社スマートフォン向けアプリケーショ

ンストア「Samsung Application Store」を 9 月に拡充、ゲ

ームや電子書籍などへ対象を広げたダウンロードサービ

スを開始した。端末シェア首位のノキア（フィンランド）

も 2009 年 5 月に自社端末向けのアプリケーションストア

「Ovi Store」をオープンしている。端末シェア 5 位のソ

ニー・エリクソン・モバイルコミュニケーションズ（英

国： 以下ソニー・エリクソン）も欧州で「Play Now」と

いう楽曲配信サービスを拡充しており、今後も利用可能

な地域を広げていく意向だ。このように端末メーカー間

の争いは、デザインや機能面での差別化競争から、端末

を通じてユーザーの利便性を高めるプラットフォーム提

供競争へと変化している。

国内でも興味深い動きが出てきた。2009 年 11 月、株

式会社ディー・エヌ・エー（以下 DeNA）がドコモと合

弁で CGM サービスの新会社を設立すると発表[5]。同社

が運営する SNS サイト「モバゲータウン」内で人気の高

い投稿小説コーナーを課金モデルと組み合わせて提供し

ようという試みだ。この動きは国内での新しいユーザー

エクスペリエンス構築の事例として注目しておきたい。

ドコモの i メニューは 5,000 万人以上が利用する携帯電

話上最大の媒体だ。国内のビジネスモデルではドコモ自

身が端末仕様に関与していることからも、「インフラを持

つ端末メーカー」であると定義することも出来る。これ

を前提とした場合、「ドコモ端末＋iメニュー」は「iPhone

＋App Store」の関係と同じになる。今回の動きは、DeNA

のプラットフォーム提供ノウハウと、ドコモという国内

最大の端末メーカーの集客力を組み合わせることで、新

たなプラットフォーム構築をしていく狙いがあることが

読み取れる。

実は同様スキームでのビジネス展開はすでに行われて

いる。2009 年 5 月にサービスを開始した携帯電話専門放

送局「BeeTV」である。これは音楽・映像コンテンツ製

作会社であるエイベックス・エンタテインメント株式会

社とドコモが合弁で設立したエイベックス通信放送株式

会社（以下エイベックス通信放送）が運営するオンデマ

ンド型の動画配信サービスの名称だ[6]。月額 315 円の有

料サービスで番組は見放題。過去放送分の視聴には個別

課金が発生する仕組みとなっている。BeeTV はその名称

からも分かるとおり、ユーザーに向けては携帯電話で視

聴する「テレビ」である点を強調している。このあたり

はかつて株式会社 USEN が展開していた動画配信サービ

ス「GyaO」と似ているが、GyaO がビジネスモデルもテ

レビ同様の広告収入としていたのに対し、BeeTV は月額

課金を前提としている点が大きく異なる。また、提供さ

れているドラマが株式会社フジテレビジョンのドラマ制

作部門が担当するなど番組クオリティも高い。ドコモと

いうハードウェアに、BeeTV というプラットフォーム、

その上に質の高い番組というアプリケーションが乗るこ

とによる三位一体のサービスが BeeTVなのである。

3.2 ソーシャル系

コンテンツプロバイダー（以下 CP）が携帯電話向けに

コンテンツ提供をする場合、国内ではキャリア公式サイ

トを、海外ではインターネットサービスプロバイダーサ

イトを利用することが通例であった。しかし 2008 年、フ

ェイスブック（米国）が自社の SNS 情報とサーバーを連

携させるアプリケーション API を外部へ公開したことか

ら始まるオープン化の波を受けて、国内のプラットフォ

ーム事情にも変化が現れた[7]。国内 SNS 最大手の株式会

社ミクシィが手掛ける mixi は 2009 年 8 月、他社へプラ

ットフォームを開放しソーシャルアプリの提供を開始[8]、
モバゲータウンについても 2010 年 1 月より CP のソーシ

ャルアプリが公開される予定となっている[9]。グーグル

出典：著者作成

図 4　プラットフォーム概念
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が 2007 年 11 月に発表した SNS 共通の API である

「OpenSocial」を SNS 各社へ採用を呼びかけていること

からも、携帯電話市場でも SNS オープン化の波はより進

んでいくものと思われる。ソーシャル系プラットフォー

ムはこの 2 者によるシェア争いが行われており、すでに

ミクシィは OpenSocial への参加を表明、DeNA もそれに

続くのではないかと業界関係者は見ている。CP から見た

場合、ソーシャル系プラットフォームの強みは、すでに

存在しているコミュニティにアプリケーションを乗せる

ことで集客の手間が省けることにある。CP は制作したア

プリケーションを遊んでもらうために、ユーザーの認知

促進につぎ込んでいたお金や時間などのコストを開発に

向けることが出来る。この点がソーシャル系プラットフ

ォーム躍進のポイントと言えよう。

3.3 OSメーカー系

次は OS メーカー系プラットフォームを見ていく。グ

ーグルは 2005 年、プラットフォームベンダーであった

Android（米国）を買収し携帯機器向け OSの開発に着手。

2008 年 10 月に T-Mobile USA（米国）から世界初の商用

Android 搭載端末「T-Mobile G1」が登場したのを皮切り

に、同 OS 搭載端末が各メーカーより次々と市場投入さ

れた。日本でも 2009 年 7 月にドコモより HTC（台湾）

製 Android 搭載端末「HT-03A」が発売。搭載端末が増え

る一方でグーグルは、Android 向けアプリケーションを販

売する「Android Market」を開設するなど、オープンプラ

ットフォームの特徴を生かした急速な広がりを見せてい

る[10]。

マイクロソフト（米国）は 1998 年、Palm PC という名

称で PDA 向け OSへ参入。Windows Mobile という名称と

なった 2003 年、PDA 市場の縮小とは逆に拡大を続ける

スマートフォンへの搭載が増え始めた。日本では 2005 年

に株式会社ウィルコムから登場した W-ZERO3 を始めと

するスマートフォンに搭載され、それをきっかけに徐々

にその存在感を強めている。Windows Mobile 向けアプリ

ケーションストアである「Windows Marketplace for

Mobile」は 2009 年 10 月に米国、12 月には日本でもオー

プンし、合わせてメディア共有などを中心に構成される

クラウドサービス「My Phone」の提供も開始された[11]。

これら OS メーカー系プラットフォームは、OS が搭載

されていればどのハードウェアからも利用可能であり、

CP 向け課金プラットフォームとしての位置付けであると

考えるのが妥当だ。シェアや利用端末数など表面的な数

値での立ち上がりは確かに早いと言えるが、どちらもプ

ラットフォームとして固有の特徴には欠けており、課金

を必要としないアプリケーションであればどこでも配信

出来るため、ストアとしての強みをどう発揮していける

かが当面の課題だろう。

3.4 CGM系

Wikipedia や YouTube、Twitter などに代表される、ユー

ザーが自発的にコンテンツ創出する CGM の存在が近年

強まりを見せている。これらは特定の機能をユーザーに

開放したプラットフォームと捉えることが出来るが、他

の 3 つとは違い、こちらは無料で機能を使ってもうこと

に主眼を置いているため、課金を行ったりコンテンツ提

供の場に該当するものではない。このプラットフォーム

利用をより便利に行う仕組みや広告媒体など、その周辺

をビジネス化する動きが存在していることから、本論文

でもプラットフォームの 1つとして位置づけた。

また、国内での特殊な事例としてはケータイ小説が上

げられる。先に DeNAとドコモの合弁事業を紹介したが、

この分野を最初にビジネスに結びつけたのは株式会社魔

法の iらんどが運営する無料ホームページ作成サイト「魔

法の i らんど」である。1999 年に i モードと PC 向けサ

ービスとして開始後は、10 代女性を中心とした若年層か

ら支持を集め、日記だけではなく友達との連絡やサーク

ルのサイトとしてなど、ユーザー単位ではなくユーザー

の行動属性ごとに利用される携帯電話での若者文化の象

徴的存在となった。このサイトで連載されていた小説「恋

空」が 2006年 10月に書籍化されミリオンセラーを記録。

2007 年 11 月には劇場公開され、興行成績 39 億円を記録

し社会現象となった[12]。このように同社は無料で場所
を提供し、そこから生まれた小説を多面的にビジネス化

することで、商品化による版権収益を得る独自のモデル

を構築している。これも CGM 系プラットフォームを活

用したビジネス事例と言えるだろう。

4. アプリケーションレイヤー

クラウドコンピューティングという単語はデータセン

ター利用から昨今の SaaS（Software as a Service）に至る

まで、主にビジネスソリューションを指す単語として存

在していたが、モバイルコンテンツビジネスにもその流

れが押し寄せている。先に紹介したソーシャル系プラッ

トフォームを始め、モバイル上で利用する機能の多くが

HTML や Flash をインターフェイスにしてサーバー利用

するものが主流となってきているためだ。元々こうした

クラウドアプリケーションは i モード創成期から存在し

ていたが、当時はインフラ事情での制約が多く、Java や

BREW などのプログラムアプリケーションが中心に利用
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されてきた経緯がある。しかし、3G 移行に伴うパケット

定額化や通信高速化、PC でのクラウドアプリケーション

の定着化により、同様のサービスを携帯電話からも受け

られる様になってきたのである。先に紹介したモバゲー

タウンやmixiなどのソーシャル系プラットフォームでも、

ソーシャル機能の有無に関わらず Flash を介してサーバ

上のユーザーデータと組み合わせながら楽しむアプリケ

ーションが増えてきている。これは、データの持ち方が

ローカルからサーバーへ変わったということを意味する

だけでなく、CP がサービスの考え方自体を根底から変え

ていかなければならないものであり、モバイルコンテン

ツビジネスの行方を占う意味でも見逃せない潮流だ。

　従来の「サイト」と呼ばれていたサービスはコンビニ

型ビジネスと言える。キャリア公式メニューという人通

りの多い立地に対して店舗（サイト）を建て、その中に

商品（アプリケーション）を陳列する。ユーザーは目的

を持って店舗を訪れ、希望する商品を購入して帰って行

く。この場合、ユーザーにとっての価値は商品そのもの

であり、店舗は単にユーザーが欲しい商品を品定めする

ための場でしかない。そのため、迷うことなく商品を見

つけられる効率的・効果的な商品配置がポイントになる。

一方、ソーシャル系プラットフォームの台頭に見られる

様に、現在はテーマパーク型ビジネスが主役に躍り出て

いる。ユーザーはその場所（プラットフォーム）にいる

ことや、その場所にいる他のユーザーと楽しみを共有す

ることに価値を見いだす。ここで得たエクスペリエンス

をまた得るためには、再びこの場所を訪れることが必要

となるため、帰属性の高さをどう構築出来るかがポイン

トとなる。「アプリケーション」から「プラットフォーム」

への価値移動は、これまでのコンテンツビジネスの考え

方を一変させるものである。

5. ユーザーエクスペリエンス

このように、ハードウェア＋プラットフォーム＋アプ

リケーションという 3 レイヤーを高い次元で融合させた

ユーザーエクスペリエンスの提供企業が、現在の市場に

おいて強い存在感を示している。オープン化の考え方が

大きく市場流入し、モバイルコンテンツビジネス開発に

携わることへの敷居が低くなっていることは、業界全体

の参入障壁が下がっていることを意味しており、これま

でのようにいずれかのレイヤーでのみ強みを発揮するこ

とは難しくなった。この市場はコモディティ化までの速

度が増しており、次の 10 年を勝ち抜くためには 3 レイヤ

ーを一体的に提供するサービスが必要であると言えるだ

ろう（図 5）。

5.1 企業の取り組み

こうしたユーザーエクスペリエンスの提供は今や企業

そのものの経営課題にもなっている。ソニー株式会社が

2009 年 11 月に開いた経営戦略説明会の席上、同社のハ

ワード・ストリンガーCEO は戦略テーマに「ハードとソ

フトの融合」を上げた。国内電機メーカーの製品はエン

ジニア主導で設計されたものに後付けで OS やアプリケ

ーションが載るという構成がほとんどである。その原因

は企業文化の側面にあり、アップルの様に企画段階でデ

ザイナーとエンジニアが 50：50 で意見を言い合えるよう

な風土がないことである。また、携帯電話の場合は年間

販売計画が決まっていることが多く、その発売タイミン

グごとの最新機能に OS を載せるだけというジレンマに

陥っている。

ソニー・エリクソンが 2010 年 4 月に国内で発売予定の

スマートフォン「Xperia」は、OS にグーグルの Android

が搭載されていることに注目が集まるが、それ以上に興

味深いのは、端末開発の考え方を大幅に一新したことだ

ろう。箱が決まっている状態から中身を用意する従来の

考え方から、何を出来る様にするのかを検討した上で、

必要なハードを構成していくという発想で同端末は開発

されている。また、端末開発においては自社だけではな

く他社製品も積極的に採用していく水平分業が取られて

いる点は iPhoneの考え方にも通じる[13]。

ノキアが日本市場を撤退してから 1 年以上が経過した。

しかし、同社の高級携帯電話ブランド「Vertu」について

はドコモの MVNO として 2009年 2 月「Vertu 銀座フラッ

グシップストア」のオープンとともにサービスが開始さ

れた[14]。Vertu ブランドは富裕層向けのサービスとして

北米やアジア、中東などですでに展開されており、ダイ

ヤモンドやプラチナなどが施された数百万円もする端末

に、ユーザー専用のコンシェルジュサービスが用意され

ているなど、富裕層に特化した高付加価値サービスの提

供でユーザーを獲得している。

出典：著者作成

図 5　ユーザーエクスペリエンス構成概念
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　ウォルト・ディズニー・ジャパン株式会社（以下ディ

ズニー）はソフトバンクモバイルの MVNO として 2009

年 3 月よりディズニー・モバイルを展開している。同社

のアプリケーションをプリセットしている他、同社提供

サイトのうち 23 が無料で利用できるなど、ターゲットと

なる 20~30代女性に向けた取り組みが進む[15]。

6. 最後に

モバイルコンテンツビジネスは iPhone の登場をきっ

かけに、「ハードウェアのあり方」、「プラットフォームの

概念」、「アプリケーションの価値」が大きく変化したこ

とによるパラダイムシフトを起こした。企業が提供して

いるサービスをユーザーに確実に選んでもらう手段は、

「他では代替えすることの出来ない経験の提供」しかな

い。こうした経験経済を上手く利用している企業が任天

堂株式会社でありアップルである。タッチパネルとデュ

アルスクリーンという機能を持ったニンテンドーDS は、

ゲーム業界を高機能路線から新機軸アプリケーションの

掘り起こしへと促すことで新しい市場を作り出した。ま

た、ハードディスクを外に持ち出してしまうという逆転

の発想から生まれた iPod の登場は、音楽の楽しみ方や流

通を一変させた。どちらも代替え出来ない価値による必

然的なヒットと言え、共通しているのは提供企業が共に

3 レイヤーを一体的に開発する老舗企業であるという点

だ。多くのサードパーティのアプリケーション群に支え

られてはいるものの、自社提供のアプリケーションが抜

群に使いやすく評価も高いという部分でも共通している。

ハードウェア、プラットフォーム、アプリケーションを

どう揃え、どう融合させていくかは本論文の事例にもあ

る様にさまざまなアプローチがある。この 3 レイヤーを

組み合わせたユーザーエクスペリエンス提供こそ、現在

求められるモバイルコンテンツビジネスにおけるサービ

ス要件であると私は考える。
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